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主 文

１ 原告らの，洲本市長が，別紙１記載の各土地及び別紙２記載の土地に

かかる平成１６年度固定資産課税台帳登録価格を，原告らの主張に係る

登録価格にそれぞれ修正して登録することを求める義務付けの訴えをい

ずれも却下する。

２ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。

３ 訴訟費用は原告らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 原告Ａ株式会社の請求

( ) 洲本市長は，原告Ａ株式会社所有の別紙１記載の各土地にかかる平成１1

６年度固定資産課税台帳の登録価格を

同１・１の土地については，１億８９２８万９９３９円に

同１・２の土地については，１億９０１８万２０３２円に

同１・３の土地については，３億２５４３万７６３５円に

同１・４の土地については，５６９２万１０２７円に

同１・５の土地については，１億０５８１万４３０７円に

同１・６の土地については，９０７４万９８９１円に

同１・７の土地については，１１１０万００９５円に

それぞれ修正し，それぞれ固定資産課税台帳に登録せよ。

( ) 被告は，原告Ａ株式会社に対し，１億０５０６万２５５１円並びにうち2

１０２８万７９９７円に対する平成８年３月１日から，うち１０２１万７６

０５円に対する平成９年３月１日から，うち１０４３万３１２２円に対する

平成１０年３月１日から，うち１０６３万１２６０円に対する平成１１年３

月１日から，うち１１０１万１０４２円に対する平成１２年３月１日から各

支払済みまで年５パーセントの割合による金員及びうち１１０９万１６２０
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円に対する平成１３年３月１日から，うち１１１７万４２１２円に対する平

成１４年３月１日から，うち１１２４万７２００円に対する平成１５年３月

１日から，うち１０２４万９３１８円に対する平成１６年３月１日から，う

ち８７１万９１７５円に対する平成１７年３月１日から各支払済みまで年

７．３パーセントの割合による金員を支払え。

２ 原告Ｂ株式会社の請求

( ) 洲本市長は，原告Ｂ株式会社所有の別紙２記載の土地にかかる平成１６1

年度固定資産課税台帳の登録価格を４億４４７９万３８８８円に修正し，固

定資産課税台帳に登録せよ。

( ) 被告は，原告Ｂ株式会社に対し，４１４５万０１４２円並びにうち３９2

７万７８２２円に対する平成８年３月１日から，うち３９３万５３２８円に

対する平成９年３月１日から，うち４０３万３７１２円に対する平成１０年

３月１日から，うち４１３万４５５５円に対する平成１１年３月１日から，

うち４２３万７９１９円に対する平成１２年３月１日から各支払済みまで年

５パーセントの割合による金員及びうち４２７万１２２４円に対する平成１

３年３月１日から，うち４３０万５３６２円に対する平成１４年３月１日か

ら，うち４３４万０３５４円に対する平成１５年３月１日から，うち４４５

万０１６８円に対する平成１６年３月１日から，うち３７６万３６９８円に

対する平成１７年３月１日から各支払済みまで年７．３パーセントの割合に

よる金員を支払え。

３ 仮執行宣言

第２ 事案の概要

本件は，兵庫県洲本市内に不動産を所有する原告らが，洲本市長に対し，固

定資産課税台帳（以下「課税台帳」という ）の登録価格が不当に高く評価さ。

れていると主張して，原告らの主張する価格への修正及び課税台帳への登録を

することの義務付けを求めるとともに，被告に対し，原告らの主張する価格を
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前提として，平成７年度から平成１６年度まで納付した固定資産税の過払いに

あたる部分について，選択的に民法７０３条，７０４条に基づき不当利得返還

請求，国家賠償法１条１項に基づき国家賠償請求をし，かつ平成１２年度から

平成１６年度分については，更に選択的に地方税法（以下「法」という ）１。

７条に基づく過誤納金還付請求をするとともに，還付加算金請求をした事案で

ある。

１ 争いのない事実及び容易に認定することのできる事実等（証拠等の掲記のな

い事実は当事者間に争いがない ）。

( ) 当事者1

ア 原告ら

(ア) 原告Ａ株式会社（以下「原告Ａ」という ）は，遅くとも平成６年。

より現在まで別紙１記載１ないし７の各土地（以下「原告Ａ土地」とい

う ）を所有しており，被告に対して，固定資産税の納付義務を負う者。

である。

(イ) 原告Ｂ株式会社（以下「原告Ｂ」という ）は，遅くとも平成６年。

より現在まで別紙２記載の土地（以下「原告Ｂ土地」といい，これと原

告Ａ土地を併せて「本件各土地」という ）を所有しており，被告に対。

して，固定資産税の納付義務を負う者である。

イ 被告等

(ア) 洲本市長

洲本市長は，固定資産の価格決定権者かつ課税台帳への価格登録権者

であり（法４１０条１項，４１１条１項 ，課税台帳の登録価格等に重）

大な錯誤があることを発見した場合には，直ちに決定された価格等を修

正してこれを課税台帳に登録する義務を負う（法４１７条１項 。）

(イ) 被告

被告は，固定資産税及び都市計画税の課税団体であり，洲本市内のα
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に所在する本件各土地を課税客体として，固定資産税及び都市計画税を

賦課し，徴収する（法３４２条１項，７０２条１項 。）

( ) 固定資産税に関する法の規定2

ア 固定資産税の課税標準

基準年度の固定資産税の課税標準は，当該土地の基準年度に係る賦課決

定期日における価格で課税台帳等に登録されたものとされている（法３４

９条１項 。）

第２年度の課税標準は原則として基準年度の登録価格であるが，土地に

関しては，①地目の変換その他これに類する特別の事情又は②市町村の廃

置分合又は境界変更という事情があり，基準年度の固定資産税の課税標準

の基礎となった価格によることが不適当である等の場合においては，当該

土地に類似する土地の基準年度の価格に比準する価格で課税台帳等に登録

されたものとされている（同条２項 。）

イ 固定資産価格の決定

法は，固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続を総務大

臣の告示である固定資産評価基準（以下「評価基準」という ）にゆだね。

（法３８８条１項 ，市町村長は，法３８９条又は７４３条の規定によっ）

て道府県知事又は総務大臣が固定資産を評価する場合を除く外，法３８８

条１項の評価基準によって 固定資産の価格を決定しなければならない 法， （

４０３条１項 。そして，ここにいう価格とは「適正な時価」をいう（法）

３４１条５号 。）

ウ 固定資産税に関する不服申立て

課税台帳に登録された価格に不服のある納税者は，固定資産価格の登録

若しくは固定資産価格の修正登録の公示の日から納税通知書の交付を受け

た日後６０日までの間において又は法４１７条１項の通知を受けた日から

６０日以内に，当該固定資産所在地の市町村に設置された固定資産評価審
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査委員会（以下「審査委員会」という ）に審査の申出をすることができ。

る（法４３２条１項 。ただし，基準年度外の登録価格については，審査）

申出できる事項は，土地に関しては，地目の変換その他これらに類する特

別の事情を原因とする事項に限られている（法４３２条１項・３４９条２

項１号 。）

固定資産税の賦課についての不服申立てにおいては，法４３２条１項に

より審査を申し出ることができる事項についての不服を当該固定資産税の

賦課についての不服の理由とすることはできない（法４３２条３項 。）

法４３２条１項の規定により審査委員会に審査を申し出ることができる

事項について不服がある固定資産税の納税者は，審査委員会への審査請求

及び同委員会の審査決定に対する取消しの訴えによってのみ争うことがで

きる（法４３４条１項，２項 。）

( ) 路線価方式（市街地宅地評価法）の概要（平成１５年度評価基準第１章3

第３節参照）

ア 市町村の宅地を商業地区，住宅地区，工業地区，観光地区等に区分し，

当該各地区について，街路の状況，公共施設等の接近の状況，家屋の疎密

度その他の宅地の利用上の便等からみて相当に相違する地域ごとに区分し

（状況類似地区 ，当該地域の「主要な街路」に沿接する宅地のうち，奥）

行，間口，形状等の状況が当該地域において標準的と認められる標準宅地

を選定する。標準宅地の評価は，基準年度ごとに行われており，平成１６

年度評価に係る基準年度は平成１５年度であり，平成１５年度評価の期日

は同年度の賦課期日である平成１５年１月１日となる。

イ 標準宅地について，売買実例価額から評定する適正な時価を求め，これ

に基づいて当該標準宅地の沿接する「主要な街路」について路線価を敷設

し，これに比準して「主要な街路」以外の「その他の街路」の路線価を付

設するものとする。その際には 「主要な街路」の路線価を基礎とし，そ，
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れに沿接する標準宅地と「その他の街路」に沿接する土地との間における

街路の状況や宅地利用上の便等の相違を総合的に考慮する。

ウ そして，各筆の宅地の評点数は，その沿接する路線価を基礎とし，各筆

につき評価の対象とすべき画地を認定し，奥行のある画地，正面と側面あ

るいは裏面等に路線がある画地などの状況にしたがって，所定の補正を加

える方式（画地計算法）を適用して付設する。

エ 画地計算法（平成１５年度評価基準別表第３参照）

画地計算の内容としては，奥行価格補正割合法，側方路線影響加算法，

二方路線影響加算法，不整形地，無道路地，間口が狭小な宅地等評点算出

法等がある。

( ) 雑種地の評価方法の概要（平成１５年度評価基準第１章第１０節参照）4

ゴルフ場等の用に供する土地及び鉄軌道用地以外の雑種地の評価方法は，

原則として，雑種地の売買実例価額から評定する適正な時価によってその価

額を求める方法によるものとする（売買実例地比準方式 。ただし，市町村）

内に売買実例価額がない場合においては，土地の位置，利用状況などを考慮

し，付近の土地の価額に比準してその価額を求める方法による（近傍地比準

方式 。）

( ) 本件における標準宅地及び本件各土地の地目等5

本件では，標準宅地は，洲本市α××××番５の土地（以下「本件標準宅

地」という ）である。また，本件各土地の全部事項証明書の地目及び課税。

明細書上の課税地目は，全て雑種地となっており，本件各土地はゴルフ場等

の用に供する土地及び鉄軌道用地ではない。

( ) 洲本市長が決定した固定資産価格，課税標準額及び税額並びに原告らに6

よる納税

ア 洲本市長による固定資産価格等の決定

洲本市長は，原告Ａ土地については，別紙３のとおり，原告Ｂ土地につ
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いては，別紙４のとおり，平成７年度以降，評価額及び課税標準額並びに

固定資産税及び都市計画税の税額を決定し，被告は同評価額を課税台帳に

登録（以下「本件登録価格」という ）したうえ，原告らに賦課した。。

イ 原告らによる納税

原告らは，平成７年度分から平成１６年度分まで，前記のとおり賦課さ

れた本件各土地にかかる固定資産税及び都市計画税を，被告に対して各納

付期限までに納付した。

( ) 原告らによる不服申立て7

原告Ａは，原告Ａ土地の本件登録価格について，原告Ｂは原告Ｂ土地の本

件登録価格について，平成１６年６月３日，それぞれ審査委員会に対して審

査の申出をしたが，同月１７日付けで，いずれも却下の審査決定がなされた

（甲５の１・２ 。）

( ) 本訴の提起8

原告らは，平成１７年７月２９日，本訴を提起した。

２ 争点

本件の争点は，以下のとおりである。なお，以下の各争点は，原告らに共通

する争点である。

( ) 本案前の争点1

洲本市長に対する義務付け訴訟（以下「本件義務付け訴訟」という ）の。

適法性（争点１）

( ) 本案の争点2

ア 洲本市長に対する義務付け判決の可否（争点２）

イ 被告に対する民法７０３条，７０４条に基づく不当利得返還請求権の存

否（争点３）

ウ 被告に対する法１７条に基づく過誤納金還付請求権の存否（争点４）

エ 被告に対する国家賠償法１条１項に基づく損害賠償請求権の存否（争点
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５）

３ 当事者の主張

( ) 本案前の争点1

争点１（本件義務付け訴訟の適法性）

（原告らの主張）

ア 「他に適当な方法がない」

(ア) 審査委員会への不服申立制度との関係

基準年度外の価格については，審査委員会への不服申立手続をとるこ

とはできない（法４３２条１項・３４９条２項１号 。）

洲本市長は，原告らが審査委員会に対する申請権を有しており，上記

不服申立ができるにもかかわらず不服申立をしなかったことを根拠に，

本件義務付け訴訟は不適法であると主張する。しかし，平成１６年度は

基準年度ではなく，原則として原告らが本件各土地の本件登録価格を争

うことはできないから，法律的に原告らに被告の主張する申請権はない

ため，被告の主張は失当である。

また，審査申出期間は，課税台帳に価格が登録された旨が公示された

日から６０日以内に限られ，この期間内に審査申出しなければ次の基準

年度までの約３４か月間，納税者は価格を争うことができなくなる。特

に，審査申出期間経過後に不動産を購入した者は，次の基準年度まで，

市町村長の価格等の評価について一切争えなくなる。

(イ) 申告納税制度とのバランス

申告納税制度課税と異なり，固定資産の価格等の評価に関する資料は

行政に偏在しており，情報公開請求によっても上記資料の入手は極めて

困難であるから，審査申出をすることは著しく困難である。

また，申告納税制度においては法定申告期間から１年以内に限り，税

務署長に対して更正すべき旨を請求することができる（国税通則法２３
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条）こととのバランスも欠くといえる。

イ 平成１７年４月１４日最高裁第１小法廷判決（以下「平成１７年４月判

決」という ）。

平成１７年４月判決は，過大に登録免許税を納付した者に，登録免許税

法３１条２項所定の請求の手続によらずとも登録免許税の過誤納金還付請

求が認められる旨判断したものであるが，登録免許税と固定資産税は，そ

の不服申立期間が徴収権の消滅時効期間（５年，法１８条）と比較してい

ずれも短期にすぎること及び申告納税制度と異なり納税者の自己責任とし

て法的安定の要請を一方的に重視して処理することはできないことといっ

た点で共通することから，同判決の射程は本件事案にも及ぶべきである。

審査委員会制度も，主として，納税者が訴訟に比して簡便に解決を期待で

きる制度として捉えるべきである。

ウ 被告の主張に対する反論

被告は，本件義務付け訴訟を認めることは，不服申立を制限した法の趣

旨を没却すると主張する。しかし，法４３４条２項を反対解釈すれば，審

査委員会に申し出ることができない事項については，審査申出及び取消訴

訟により争う必要はないといえ，基準年度の登録価格を争う場合であって

も審査申出を逸した場合には，審査を申し出ることができない事項に当た

るといえるから，かかる場合に義務付け訴訟を認めることは法４３２条１

項，４３４条２項の趣旨に反するとはいえない。

さらに，法４１７条１項も，市町村長が課税台帳の登録価格について重

大な錯誤があることを発見した場合 「直ちに」修正して登録「しなけれ，

ばならない」と，市町村長に対し極めて強く価格等の修正を義務付けてお

り，同条項に基づき本件義務付け訴訟は認められるべきである。

（被告の主張）

ア 本件義務付け訴訟の性質について
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(ア) 原告らは，行政事件訴訟法（以下「行訴法」という ）３７条の２。

に基づき，本件義務付けの訴えを提起している。しかし，同条は，行訴

法３条６項１号に規定する場合のうち，同項２号に係る法令に基づく申

請がなされた場合以外の場合における義務付けの訴えであり，本件のご

， （ ）とく 法令により認められた申請権 法４３４条１項による審査の申出

を行使することで一定の処分を求める機会が与えられている場合は，そ

の方法によるべきであって，行訴法３条６項１号の義務付けの訴えによ

る救済を求めることはできない。

(イ) 固定資産の価格を早期に確定させる必要から，法は，登録価格に不

服のあるときは，審査委員会への審査の申出をせずに訴訟をすることは

できず，同委員会の審査決定に対する取消訴訟の方法のみによってしか

争うことができないとしている（審査申出前置主義，裁決主義。法４３

２条１項，３項，４３４条１項，２項 。原告らは，審査決定に不服が）

ある場合，同決定があったことを知った日から３か月以内であれば取消

訴訟を提起できるにもかかわらず提訴をせず，同決定のときから既に１

年経過している。

したがって，原告らは，本件登録価格を争うことはできず，本件各訴

えは不適法である。

イ 平成１７年４月判決について

同判決は，過誤納金の還付をすべき旨の請求に対し，登録免許税の還付

手続に関する規定の趣旨は，還付が円滑に行われるようにするため簡易な

還付手続を設けたことにあると判示したものであり，本件のように独自に

登録価格の係争方法を定める法の取扱いと同列に論じることはできない。

ウ 原告らの主張に対する反論

法４１７条による市長の職権修正が可能であること，審査申出期間経過

後の購入者は，価格について納得して取得しているのが通常であること，
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審査申出期間内にまず申出をしてから資料を集めればすむこと等から，原

告らの主張はいずれも義務付け訴訟を適法化する根拠とはなり得ない。ま

た，法４３２条１項の規定を反対解釈することは，固定資産価格の早期確

定の必要性から審査申出期間を設けた趣旨自体を没却することになる。法

４１７条も，重大かつ明白な誤りがある場合を前提としたものであり，本

件事案とは明確に異なるので，同条を根拠に本件義務付け訴訟を認めるこ

とはできない。

( ) 本案の争点2

ア 争点２（洲本市長に対する義務付け判決の可否）

（原告らの主張）

「 」（ 「 」(ア) 処分の根拠となる法令の規定から明らか 以下 一義性の要件

という ）であること。

処分の根拠法令たる法４１７条１項は，市町村長が課税台帳に登録さ

れた価格等について重大な錯誤があることを発見した場合には，価格を

修正して課税台帳に登録すべきことを規定している。そして，本件各土

地についての洲本市長の評価には，後記のとおり，画地計算の欠落や雑

種地補正（以下「雑補正」という ）の過小等の点で重大な錯誤がある。

ことは明らかであるから，一義性の要件を満たすといえる。

平成１５年６月２６日最高裁第２小法廷判決は，適正な時価を一義的

に認定した上，審査委員会の決定を取り消し，平成１７年７月１１日最

高裁第２小法廷判決（以下「平成１７年７月判決」という ）は，適正。

な時価の一義的認定を前提に審査委員会の決定のうち，裁判所の認定し

た価格を超える部分を取り消せば足りるとの判断を示している。これら

の判決は，裁判所が不動産の適正な時価を一義的に判断できるという前

提に立っているといえる。

(イ) 「裁量権の範囲を超え若しくはその濫用となる」こと



- 12 -

評価基準は固定資産の評点付設について厳格に定めており，そもそも

評点付設について行政庁に認められる裁量の範囲は極めて狭い。この点

で，洲本市長が画地計算を全く行っていないことは洲本市長の裁量権の

範囲を超え，濫用に当たることは明らかである。

（被告の主張）

原告らの主張は争う。洲本市長の評価は，後記のとおり，その裁量の範

囲内で適正に本件各土地を評価したものであり，適法である。

なお，平成１７年７月判決は，納税者が適法に法及び行訴法の手続を履

践したことを前提に審査委員会の決定についての取消の方法や範囲を判示

したものであり，これらの手続きをとっていない本件とは全く事案を異に

する。

イ 争点３（被告に対する民法７０３条，７０４条に基づく不当利得返還請

求）

（原告らの主張）

(ア) 本件各土地の評価方法

本件各土地は雑種地であり，評価基準によれば，売買実例地比準方式

ないし近傍地比準方式によるべきである。洲本市長は，本件各土地につ

いて路線価方式によっているものと思われるが，路線価方式が適切に適

用され，雑種地に特有の造成費用などを考慮した適切な補正がなされる

のであれば，評価基準によらないとはいえ，これはこれで合理的な裁量

の範囲内と言うことには異を唱えない。

(イ) 路線価方式によった場合の適正な評価額

ａ 本件標準宅地の評価

本件標準宅地の適正な鑑定評価額は，１平方メートルあたり８万３

４００円である（以下，不動産の評価額中，１平方メートルあたりの

評価額については「１平方メートルあたり」を省略する 。そして，。）
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平成６年度以降の標準宅地の適正な時価を求める場合には，基準年度

の初日の属する年の前年の１月１日の不動産鑑定士による鑑定評価等

から求められた価格等の７割を目安として評定するものとされてお

， ， （ ． ） ，り これによると ５万８４００円 ≒８万３４００円×０ ７ が

本件標準宅地が面する「主要な街路 （路線番号３０５０２）の平成」

１５年度路線価となる。

なお，洲本市長の評価による本件標準宅地が面する「主要な街路」

と「その他の街路」間の相対的な価格比率や，平成１５年度と平成１

６年度との価格比については争わない。

したがって，本件各土地が関連する街路の平成１６年度の適正な路

線価は，別紙５の「平成１６年度」欄に記載のとおりとなる。

ｂ 画地計算及び雑補正

前記平成１６年度の適正な路線価を前提に，画地計算を行うべきで

ある。

また，本件各土地のような雑種地については，造成費相当額，付帯

費用相当額，道路や公園の整備を原因とする潰れ地の発生による有効

宅地の面積減少などを勘案した補正が必要である。そのための補正方

法として，鑑定実務で利用される開発法によるべきである。

本件各土地は，リゾートブームが過ぎ去り，戸建て用地として分割

利用することが最有効使用と想定されるところ，かかる使用を前提と

して開発法による算定を行うと別紙６「その他補正」欄記載のとおり

の補正率が適正といえる。

ｃ 以上の方法によって，画地計算及び雑補正を行うと，本件各土地の

評価額は，別紙６「固定資産税評価額」欄記載のとおりとなる。

(ウ) 洲本市長の裁量権の逸脱又は濫用

洲本市長の本件各土地の評価については，以下のとおり，裁量権の逸
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脱又は濫用が認められる。

ａ 本件各土地の評価方法

洲本市長は，本件各土地の評価方法は近傍地比準方式であると主張

するが，本件各土地の土地評価調書（以下「評価調書」という ）に。

「路線価方式」と記載されている事実と矛盾する。

ｂ 本件標準宅地の評価

(ａ) 取引事例の選択

， （ ）洲本市長は 本件標準宅地の鑑定評価時点 平成１４年１月１日

の直近の取引事例である平成１３年７月２７日の事例（５万９６４

９円）を採用せずに評価をしている。同事例は 「土地の種別」は，

「住宅地（標準 」であり 「類型」も「更地」で，取引「当事者） ，

の属性」その他にも特別なものがないことから，各種補正の必要性

も少なく，本来最も重視すべき事例であるにもかかわらず，同事例

を特段の事情もなく採用しないことは考慮事項の不考慮として，そ

の裁量判断に過誤があり，違法である。

Ｃ不動産鑑定士（以下「Ｃ鑑定士」という ）は，公示価格や基。

準地価格が慎重に設定されているにもかかわらず，上記取引事例の

価格がこれらの価格と乖離していることを理由として上記事例を不

採用としたと述べるが，これらの価格も取引事例を収集して評価す

るはずであり，その際に取引事例カード（以下「事例カード」とい

う ）も参考にされているはずである。そうすれば，事例カード自。

体に後記のとおり恣意的な補正があれば，これらの価格も適正を欠

き，上記事例を排斥する基準とはなりえないものである。

(ｂ) 恣意的な事情補正

ｉ 洲本市長（の依頼を受けたＣ鑑定士）が取引事例比較法で採用

した３つの事例のうち，２つの事例で格別の理由なく，それぞれ
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２５パーセント，２０パーセントという極めて過大な事情補正を

， 。行い １０万５０００円という意図的に高額な評価を行っている

増額補正すべき特殊な事情としては，売主が不動産に関し明ら

かに知識や情報が不足している状態において過少な額で取引され

た場合や相続，転勤などにより売り急いで取引が行われた場合で

ある。被告作成の標準宅地調書（別紙７）記載の平成１２年５月

の取引事例ｂ及び同年１１月の取引事例ａも 「売り急ぎ」を理，

由に補正がされているが，両取引の売主は法人，買主は個人であ

り，上記のような特殊な事情等は認められない。

被告の作成した事例カードには特段の理由無く「売り急ぎ」認

定された事例が極めて多いところ，Ｃ鑑定士は，リゾート地域で

は景況感の影響が極めて大きいため，一般地域よりも売り急ぎが

多くなるなど述べるが，不況という社会情勢やリゾート地域とい

う土地の属性のように，取引当事者に固有の事情以外の影響によ

る土地需要の減少や価格の下落は，まさに客観的交換価値の下落

を意味するものである。

被告は，事例カードは規範性を有すると主張するが，規範性がii

あると規定した法令はない。また，別紙７の前記取引事例ｂ（補

正率マイナス２０パーセント と別紙８の同事例の事例カード 補） （

正率マイナス３０パーセント）を比較すれば，かかる主張に理由

がないことは明らかである。

このような被告の評価方法は，不可考慮事項を考慮するものと

して，裁量権を逸脱，濫用したものといえる。

(ｃ) 基準地の選択等

洲本市長が本件標準宅地の評価にあたって考慮した基準地は，基

「 （ ） 。 」（ 「 」準地 洲本 県 ５－２ 洲本市β××番１ 以下 本件基準地
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という ）であるところ，本件基準地は，本件各土地の属する埋立。

地から直線距離で２キロメートルも離れ，土地の性質も本件各土地

。 ， ，と大きく異なっている しかも 本件各土地が属する埋立地内には

基準地「洲本（県）５ （洲本市α××××－１４，以下「基準地」

５」という ）が存在し，性質も本件各土地と類似しているのだか。

ら，同基準地から比準すべきである。

さらに，洲本市長（の依頼を受けたＣ鑑定士）は，本件基準地の

平成１３年７月１日の基準価格について，時点修正としてマイナス

３．７パーセントを見込んで平成１４年７月１日時点の基準価格を

鑑定しているが，その後発表された本件基準地の同日時点の基準価

格は１５パーセント下落していることから，基準価格の補正におい

ても意図的に高額な鑑定評価を行っている。

したがって，本件基準地を選択した鑑定を採用して本件標準宅地

を評価した洲本市長は，要考慮事項を考慮せず，不可考慮事項を考

慮したといえ，その裁量権を逸脱又は濫用した違法がある。

ｃ 画地計算の要否

， ，洲本市長は 近傍地比準方式では画地計算は裁量事項であるとして

画地計算を一切行っていない。

固定資産評価基準解説（以下「評価基準解説」という ）は，評価。

基準を具体化したものとして評価基準と同様に裁判規範となりうるも

のである。そして，評価基準解説によれば 「比準」においては土地，

の形状などの画地条件等を考慮すべきとされており，また，宅地に介

（ ） ，在する雑種地 荒ぶ地 で宅地にする目的で埋立中の土地については

結局市街化区域農地の評価方法に準じて評価すべきものとされている

ところ，市街化区域農地のうち主として市街地的形態を形成する地域

に所在する市街化区域農地の基本価額の算定にあたっては 「市街地，
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宅地評価法に準ずる方法・路線価を基礎として画地計算法」をとる旨

定められている。

したがって，洲本市長が画地計算を一切行わなかったことは，その

裁量権を濫用又は逸脱したものである。

ｄ 雑補正の過小

洲本市長は，本件各土地の評価にあたって，一律に雑補正として１

０パーセントの減点を行うのみである。しかし，前記のとおり，本件

各土地の評価は，開発法により行うべきである。

ｅ 雑種地評価と宅地評価との逆転現象

洲本市長の評価方法によれば，本件各土地は，雑種地評価の方が宅

地評価よりも１０パーセントから３５パーセントも高額に評価されて

しまうことになる。かかる結果は，雑種地のほうが宅地よりも低額で

あるという社会通念，経験則に反する。

(エ) 結論

ａ 一般に行政処分が無効となるには，その行政処分に内在する瑕疵が

重大な法規違反であり（重大性 ，かつ，その瑕疵の存在が客観的に）

明白であること（明白性）の２つの要件を備える必要があるとされる

（重大明白説 。しかし，明白性の要件については，本件のような課）

税処分に関する事案の場合には 「課税処分が課税庁と被課税者との，

間にのみ存するもので，処分の存在を信頼する第三者の保護を考慮す

る必要のないこと （最高裁判決昭和４８年４月２６日参照）からす」

れば，この明白性の要件は不要と解するべきである。

ｂ 以上より，本件各土地の平成１６年１月１日時点の価格は，別紙６

「固定資産税評価額」欄記載のとおりであり，洲本市長は，本件各土

地全体として約７９パーセントも高額に評価していることになる。

かかる洲本市長の価格決定及び賦課決定は，評価基準の適用に関し
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て，前記のとおり，本件標準宅地の価格評価における過剰補正等の過

誤，本件各土地の評価における画地計算の無視及び雑補正の過小など

により，雑種地評価と宅地評価とで逆転現象を生じさせるなどといっ

た重大な錯誤，瑕疵があるため，無効というべきである。

したがって，原告らは，被告に対し不当利得返還請求権を有すると

いうべきである。

（被告の主張）

(ア) 本件各土地の評価方法

洲本市長は，本件各土地を現況主義により雑種地と認定し，その価格

を近傍地比準方式により算出している。具体的算出方法としては，本件

各土地が沿接する路線価に雑補正率９０パーセントを乗じた額をもって

算出している。これは，近傍地比準方式が「土地の位置，利用状況を考

慮し，付近の土地の価額に比準してその価額を求める 」としているこ。

とから 「路線価」による標準宅地を近傍地とすることで「位置」を，，

「雑補正率」を乗じることで「利用状況」をそれぞれ比準することを意

味するものであり，このような雑種地に対する評価は，課税実務上一般

的手法である。

(イ) 「主要な街路」の路線価付設

洲本市長は，前記のとおり，本件各土地の評価に当たり，路線価方式

による標準宅地が面する「主要な街路」の路線価を，近傍地比準方式に

いう付近の土地の価額として用いているため，本件標準宅地を選定し不

動産鑑定士による鑑定評価を実施した。その鑑定結果は別紙７のとおり

であり，平成１４年１月１日時点での本件標準宅地の価格は，１０万５

０００円である。

そして，上記鑑定結果を基に，その７割を路線価として付設した。具

体的には，前記１０万５０００円に，半年分の時点修正を行った平成１
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４年７月１日時点の価格が９万７９００円で，この７割である６万８５

００円（端数処理済。端数処理の方法は，先頭から３桁を残し，残りを

切り捨てる ）を「主要な街路 （路線番号「３０５０２ ）の路線価と。 」 」

した。

(ウ) 「その他の街路」の路線価について

前記路線価の１０割価格を基礎として 「主要な街路」と「その他の，

街路」の要因の比較を行い，各要因ごとに格差を出し，これらを合計し

て「その他の街路」の路線価を付設した。具体的には，街路条件，交通

・接近条件，環境条件，行政的条件の４条件ごとの補正率を乗じて上記

と同様に端数処理をしたのち，７割に戻す方法によって 「その他の街，

路」の路線価を算出する。本件各土地については，上記の方法により，

別紙９「新評価格」欄記載のとおり，各「その他の街路」の路線価を算

出した。

(エ) 本件各土地の評価

「その他の街路」の路線価に対して雑補正率９０パーセントを乗じる

ことで，近傍地比準方式による雑種地の評価を行っている。もともと，

近傍地比準方式による場合は，画地計算を行うか否かは裁量であって，

その裁量の範囲内で雑種地自体の形状，街路との関係，広さ，造成の程

， 。度 利用用途等々を主たる補正要因として総体として１割減としている

(オ) 原告らの主張に対する反論

ａ 本件各土地の評価方法について

原告らは，本件各土地の評価調書の評価式欄に「路線価方式」との

記載があることを根拠に，洲本市長が路線価方式によって本件各土地

を評価していると主張する。しかし，被告においては，土地の評価に

あたって路線価を採用している土地（路線価地域内にある土地）につ

いては，すべてこのように表記し，標準地の価格を基に評価額を算出
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している土地については 比準方式 と表記しているのであって 評「 」 ，「

」 。価式 欄は路線価方式で評価しているか否かを表示するものではない

ｂ 本件標準宅地の評価について

原告らは，洲本市長が２事例について過大な事情補正を行ったなど

と主張するが，鑑定人の使用した事例カードには規範性があり，補正

率を恣意的に変更することはできないから１０万５０００円の評価額

は適正妥当なものである。

その他，原告らの主張する本件標準宅地の評価に関する裁量権の逸

脱，濫用の点は争う。

ｃ 画地計算について

本件各土地は前記のとおり近傍地比準方式によって評価したもので

あるから，画地計算はそもそも問題とならない。

原告らは，評価基準解説が裁判規範になりうる，形状等の画地条件

が「比準」の考慮要素である，市街化区域農地の評価方式を雑種地評

価に参酌すべきであるなどと主張する。しかし，近傍地比準方式でも

形状などは考慮している上，本件各土地が荒ぶ地であるかの如くいう

原告らの主張自体，本件各土地が公有水面を埋め立てて整地化が完了

した土地であることを無視したものである。

ｄ 雑補正について

原告ら主張に係る開発法は評価基準の定めにはない。広大地補正を

すべきという点については否認する。

また，原告らは，画地計算を採用しなければ宅地評価の場合よりも

雑種地評価の方が評価額が高くなり，社会通念，経験則に反すると主

張する。しかし，雑種地にも様々な形態があり，とりわけ本件各土地

は，多額の資金を投入して公有水面を埋め立て造成されたリゾート地

として開発された土地であることや，１筆あたりの面積が大規模で，
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家屋の建築等も通常の状態において行いうるなどその形状も不整形に

よる利用上の制約が少ない土地であること等から，地目は「雑種地」

でも宅地以上の交換価値を具体化する土地であるといえる。現に，本

件各土地のある埋立地について最初に固定資産評価がなされた昭和５

０年当時の資料によれば，近隣地の最も高額な宅地と比べても３０パ

ーセントあまりも高額に評価されており，しかも昭和５０年以降も本

件各土地の形状にはほとんど変化はない。

したがって，上記原告らの主張は理由がない。

ｅ 以上のとおり，洲本市長による本件各土地の評価方法は近傍地比準

方式に基づくものであり，その具体的評価についても，評価基準にし

たがい，洲本市長の裁量の範囲内で行われた適法なものである。

(カ) 結論

原告らによる既納付税金はいずれも価格決定及び賦課決定に基づき正

当に徴収されたものであるから，これらの処分が前記のとおり適法なも

のであり，重大かつ明白な瑕疵に基づく無効なものでないことが明らか

である以上，その無効を前提とする原告らの不当利得返還請求の主張は

失当である。

なお，行政処分の無効要件として明白性が不要であるとの原告らの主

張は争う。

ウ 争点４（被告に対する法１７条に基づく過誤納金還付請求）

（原告らの主張）

法１７条は，賦課決定に瑕疵があって違法と認められる場合は，その瑕

疵が重大でなくても被課税者には地方公共団体に対する還付請求権が認め

られることを規定したものである。

（被告の主張）

過誤納金の還付を求める給付訴訟は，公法上の当事者訴訟の一種である
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と解されるところ（行訴法４条 ，そのためには，まずその基礎となって）

いる固定資産税の賦課決定処分について取消訴訟を提起し同処分が取り消

される必要があるところ，原告らはかかる手続を経ていないので，原告ら

の主張は失当である。

また，本件各土地についての賦課決定は前記のとおり適法であるから，

同決定は無効ではなく，不当利得返還請求権が発生しないのは争点３と同

様である。

エ 争点５（被告に対する国家賠償法１条１項に基づく損害賠償請求）

（原告らの主張）

(ア) 取消訴訟と国家賠償請求訴訟は制度趣旨，効果を異にすること，ま

た，国家賠償請求を認容したことによって取消訴訟制度の排他的管轄が

損なわれるものではないことから，被告に対する国家賠償請求が認容さ

れても不服申立前置の趣旨に反することにはならない。

(イ) 前記のとおり，本件各土地に対する課税処分には重大な瑕疵がある

ため，国家賠償法上違法といえる。仮に本件各土地に対する課税処分に

重大な瑕疵があるとはいえない場合であっても，本件登録価格が，その

賦課期日における客観的な交換価値を上回れば，法３４１条５号違反と

して，少なくとも評価基準に基づかない違法な賦課である以上，国家賠

償法上も違法となる。

国家賠償法上の違法について被告の主張する職務行為基準説は，少な

くとも安易に一般の行政活動についてまで適用されるべきものではな

い。職務行為基準説を採用したとされる最高裁平成５年３月１１日第１

小法廷判決（以下「平成５年３月判決」という ）は申告納税制度下の。

事案であり，市町村長によって一方的に決定及び賦課される固定資産税

には，同判決の射程は及ばない。仮に職務行為基準説が妥当するとして

も，本件各土地の本件登録価格が適正な時価であることは被告が主張，
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立証すべきである。

(ウ) 本件では，原告らは，平成３，６年の基準年度に審査委員会への審

査請求を行うなどして，評価の見直しを求めている。洲本市長は原告ら

からの審査請求等に対し再考の機会が付与されたにもかかわらず検討を

怠り，従前の画地計算を行わないままの評価を継続した。本件各土地の

評価調書の内容からは画地計算が行われていない事実は明らかであるか

ら，被告には国家賠償法上の過失が認められる。

(エ) 消滅時効の起算点については，被害者が損害の発生を現実に認識し

たときと解すべきところ（最判平成１４年１月２９日参照 ，課税明細）

書によって原告らがそれを認識することは不可能であり，原告らが平成

１５年初めに被告から本件標準宅地及び本件各土地の評価調書を受け取

ったときから起算すべきであり，未だ消滅時効は完成していない。

（被告の主張）

(ア) 課税処分や金銭給付処分のような金銭の徴収・給付を目的とする処

分の場合は，金銭の債権債務に関わるものであるから，取消訴訟と国家

賠償請求訴訟は同一の機能を有するといえ，行政上の不服申立てを経な

い国家賠償請求を認容することは不服申立前置の趣旨を潜脱するものと

して許されない。

(イ) 取消訴訟の違法性と国家賠償法上の違法性は同一ではなく，後者の

違法性は侵害行為と被侵害利益の相関関係によって決定されるもので，

行政処分の根拠法令違反が直ちに国家賠償法上の違法を意味するもので

はない（職務行為基準説 。平成５年３月判決も，この立場に立ってい）

る。

(ウ) 仮に違法性があるとしても，洲本市長には，本件登録価格の登録に

ついて故意も過失もなく，原告らは審査委員会への審査申出及び取消訴

訟という手続さえ踏めば損害を回避できたのであるから，公権力行使と
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損害の間に因果関係もない。

(エ) さらに，国家賠償法に基づく損害賠償請求権には民法７２４条が適

用されるところ（国家賠償法４条 ，原告らは，平成３年５月以降，毎）

年損害の発生を容易に知りえたのだから，少なくとも平成７年度分から

平成１４年度分の損害賠償請求権は，時効消滅している。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点１について

( ) 本件義務付け訴訟の法的性質について1

原告らは，法４１７条１項に基づいて，洲本市長が本件登録価格を原告ら

の主張に係る価格に修正し，かつ修正後の価格を登録するよう求めて本件義

務付け訴訟を提起していることが明らかであるところ，法には，そもそも納

税者に，市町村長に対して納税者の求める価格への修正及び修正価格の登録

を求める申請権を定めた規定は存在しない。したがって，本件義務付け訴訟

は，いわゆる申請型義務付けの訴え（行訴法３条６項２号）ではなく，非申

請型義務付けの訴え（行訴法３条６項１号）にあたる。原告らは，審査委員

会が本件各土地の登録価格に関して特定の裁決をなすことの義務付けを求め

ているものではないから，原告らが法４３２条１項に基づき審査委員会に審

査申出することができることは，本件義務付け訴訟の法的性質を考えるうえ

で考慮する必要はない。これに反する被告の主張は採用しない。

( ) 本件義務付け訴訟の適法性について2

ア 法は，登録価格に不服がある場合は，審査委員会に対する審査申出（法

４３２条１項）ができ，同委員会の決定に不服のある納税者はその取消し

の訴えを提起することができる（法４３４条１項）としている。そうする

と，固定資産の価格に対する不服については，上記審査申出及び取消訴訟

という争訟方法が法律上用意されているといえる。また，上記審査申出又

は取消訴訟に理由があるとされた場合は，通常市町村長によって登録価格
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が修正されていることを考慮すれば，他に適切な争訟手段が存在するとい

える。

したがって，固定資産の価格に不服を有する原告らは，上記審査申出及

び取消訴訟を通じて市町村長に対し登録価格の修正及び修正価格の登録を

させることができるといえ 「損害を避けるため他に適当な方法がない」，

（補充性の要件）場合とはいえず，本件義務付け訴訟は不適法であると解

すべきである。

イ(ア) 原告らは，①登録価格に対する不服について争訟方法及び期間が制

限されすぎていること，②審査申出期間経過後に不動産を購入した場合

は，次の基準年度まで一切登録価格について争えないこと，③申告納税

制度と比較した場合の行政への資料の偏在や不服申立期間が短すぎるこ

と等を主張して，本件義務付け訴訟を認めるべきであると主張する。

しかし，これらの主張は，いずれも現行の登録価格についての据置制

度及び不服申立制度の不当をいう立場から，立法の欠陥を義務付けの訴

， ，えの解釈を通して修正補完しようとするものといえるが 後記のとおり

現行の前記据置制度及び不服申立制度がその立法趣旨に反する解釈を他

の規定においてしなければならないほど不当であるとは到底解されな

い。

したがって，上記原告らの主張をもって本件義務付け訴訟が許容され

るとするのは相当でない。

(イ) また，原告らは，法４３４条２項の反対解釈や法４１７条１項の存

在をもって，本件義務付け訴訟を許容すべきとも主張する。

しかし，法４３２条１項は，審査申出期間について，課税台帳の縦覧

期間の初日から納税通知書の交付を受けた日後６０日以内などと規定し

て制限している。また，審査委員会に審査の申出をすることのできる事

項について不服のある納税者は，法４３２条１項及び法４３４条１項の
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規定によってのみ争うことができると規定して（法４３４条２項 ，審）

査申出前置主義及び裁決主義を採用している。このように，法が登録価

格について不服申立ての期間及び方法を制限した趣旨は，法が，審査委

員会は，上記審査申出があった場合には，その申出を受けた日から３０

日以内に審査の決定をしなければならない（法４３３条１項）としてい

ることや審理についても書面審理を原則としている（同条２項）ことな

ども勘案すると，膨大な数にのぼる固定資産についてその価格を早期に

安定させ，もって固定資産課税の円滑な賦課執行を図る点にあるといえ

る。そうすると，法４３４条２項を原告らの主張のように審査委員会へ

不服を申し出ることができない事項について別異の不服申立手続を予定

したものであると解して本件義務付け訴訟を許容することは，法が登録

価格に対する不服申立ての期間及び方法を制限した趣旨に反する結果を

招くものといえる。

また，法４１７条１項は，市町村長が重大な錯誤を発見したときに修

正登録を義務付ける規定にすぎないことから，上記不服申立制限の趣旨

も併せて考慮すると，同条項の存在をもって本件義務付け訴訟の根拠規

定と解することは無理があるといわざるを得ない。

(ウ) さらに，原告らが根拠とする平成１７年４月判決は，登録免許税法

には法４３４条２項のように不服申立てを制限した規定も見受けられ

ず，登録免許税法３１条２項は登録免許税の還付手続について簡易な方

法を定めたものと解されることから，不服申立てを制限して固定資産課

税の円滑な賦課執行を図った本件とは事案が異なるといえる。

(エ) したがって，原告らの前記主張は，いずれも本件義務付け訴訟を許

容する根拠となるものではない。

ウ よって，本件義務付け訴訟は，補充性の要件を欠くといえるため，争点

２について判断するまでもなく不適法であるから，却下を免れない。
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２ 争点３，４について

( ) 過誤納金の還付（法１７条）は，公法上の不当利得の返還と解すべきで1

あるから，納付済みの固定資産税が賦課決定処分の無効等により法律上の原

因を欠く不当利得であるとしてその返還を求める訴訟は，誤納金の還付請求

訴訟にほかならない。したがって，本訴において原告らの主張する不当利得

返還請求権と過誤納金還付請求権は，実質的には同一であるが，過誤納金に

関する法の規定が民法の不当利得の規定の特則と解されることからすると，

原告らの請求債権は，平成７年度ないし平成１１年度に納付した固定資産税

の返還を求める部分を含めて誤納金還付請求権であるというのが正確である

（本件のような場合，過誤納金の還付請求権が法１８条の３により時効消滅

した後に，民法上の不当利得返還請求権に基づく返還請求をすることはでき

ないと解すべきところ，原告らが民法上の不当利得返還請求権に基づくとし

て返還請求するものの一部は，被告の援用によることなく時効消滅している

ことが明らかであるが，ここでは措く 。。）

賦課決定処分により具体的納税義務が確定し，これに基づき租税が納付さ

れた場合，当該賦課決定処分に重大かつ明白な瑕疵がありこれが無効である

か，または，当該賦課決定処分が取り消されない限り，その租税納付が法律

上の原因を欠くとはいえない。賦課決定に瑕疵があって違法と認められる場

合は，その瑕疵が重大ではなく，かつ，賦課決定が取り消されていなくても

法１７条により還付請求が認められる旨の原告らの主張は，法的根拠を欠く

ものであり採用できない。

( ) 原告らは，洲本市長による本件登録価格の決定及び賦課決定の無効を理2

由として，不当利得の返還を請求しているところ，前記のとおり，法は固定

資産税の価格に対する不服申立ての方法及び期間を制限しているものの，か

かる制限も，登録価格の決定及び賦課決定について重大かつ明白な瑕疵があ

る場合にまで，審査委員会への審査申出及び取消訴訟の提起という手続によ
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らずに上記各決定の無効を主張することまで否定するものではないと解され

る。

( ) 以下，本件登録価格の決定及び賦課決定に重大かつ明白な瑕疵があるか3

否かについて検討する。

ア 「適正な時価」の意義について

法３４１条５号にいう適正な時価とは，正常な条件の下に成立する当該

土地の取引価格，すなわち客観的な交換価値をいうと解され，課税台帳に

登録された価格が賦課期日における当該土地の客観的な交換価値を上回れ

ば，当該価格の決定は違法となる。そして，前記のとおり，市町村長は，

評価基準によって固定資産の価格を決定しなければならない（法４０３条

１項）が，法が総務大臣の告示に委任したのは適正な時価を算定するため

の技術的かつ細目的な基準を定めることであって，賦課期日における客観

的な交換価値を上回る価格を算定することまでも委ねたものではない（最

高裁平成１５年６月２６日第１小法廷判決・民集５７巻６号７２３頁参

照 。ただ，評価基準に定める評価方法は，一般的な合理性があるという）

ことができるから，評価基準が定める評価方法によっては適切に算定する

ことができない等特別の事情が存しない限り，その適正な時価であると推

認される（最高裁平成１５年７月１８日第２小法廷判決・裁判集民事２１

０号２８３頁参照 。）

イ 本件各土地の評価方法について

評価基準によれば，本件各土地のような雑種地について当該市町村内に

売買実例価額がない場合には，土地の位置，利用状況などを考慮し，付近

の土地の価額に比準してその価額を求める近傍地比準方式によるとされて

いる。

証拠（乙２２）によれば，洲本市長は，近傍地比準方式により本件各土

地の価額を求めたことが認められる。原告らは，本件各土地の評価調書の
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評価式欄に「路線価方式」との記載があることをもって洲本市長の評価方

法が路線価方式であったと主張するが，前掲証拠によれば，被告において

は，路線価地域内の土地で路線価を利用した土地については評価調書の評

価式欄にすべて「路線価方式」と記載し，標準地の価格から評価額を比準

している土地については同評価式欄に「比準方式」と記載していることが

認められるから，同評価式欄に「路線価方式」と記載されていても，それ

だけでは前記認定は左右されない。なお，被告が主張するように 「路線，

価」による標準宅地を近傍地とすることで「位置」を 「雑補正率」を乗，

じることで「利用状況」をそれぞれ比準することによって雑種地である本

件各土地の価格を算定することも，評価基準に定める近傍地比準方式の一

評価方法として認めうるものといえる。

ウ 本件標準宅地の評価について

(ア) 事例カードの恣意的な事情補正の有無について

原告らは，本件標準宅地の価格の鑑定をしたＣ鑑定士が取引事例比較

， （ ）法において採用した３事例のうち ２事例 別紙７の取引事例ａ及びｂ

で格別の理由なく過大な事情補正を行い，意図的に高額な評価をした旨

主張する。

， （ ， ， ） ，しかし 証拠 甲４の１ 乙２０ ２３ 及び弁論の全趣旨によれば

Ｃ鑑定士が採用した取引事例は，いずれも事例カードに登載された取引

事例であること，事例カードは，複数の不動産鑑定士等の評価員により

公示価格及び基準値価格の検討がなされる際に収集された取引事例をカ

ード化したものであり，その作成は分科会毎に決められた作成担当者が

行い，その事情補正も，主として作成担当者が判定すること，事情補正

は 「売り急ぎ」及び「買い進み」の２つに区分するのが通例であるこ，

と，他の評価員が当該カードの取引事例を採用する場合，事情補正につ

いても事例カード記載のとおり採用するのが原則であることが認められ
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る。前記認定の事例カードの作成方法等からすると，Ｃ鑑定士が，恣意

的な事情補正をしたとは認められない。ただし，証拠（甲４の１，乙２

３）によれば，原告らが主張するとおり，上記取引事例ｂの事例カード

の補正率（マイナス３０パーセント）と本件標準宅地の評価にあたり採

用した同事例の補正率（マイナス２０パーセント）とが異なるが，Ｃ鑑

定士は，事例カードの補正率（マイナス３０パーセント）を採用した補

正後の評価額が他の取引事例における補正後の評価額と比較して幾分高

額であったこと等から，補正率をマイナス２０パーセントに修正して調

， ，整を図ったことが認められ かかる措置は一応合理的なものといえるし

少なくとも，原告らに有利な方向での修正であり，評価額を高額化させ

るための恣意的操作でないことが明らかである。

なお，平成１１年度，１２年度における景況感は一般的には下火であ

り（公知の事実 ，かかる不況下において「売り急ぎ」は一般的に多く）

見られること，平成１４年度におけるγでの取引事例においては 「売，

り急ぎ」と判定された事例は「買い進み」と認定された事例よりも多か

ったこと（乙２３）などに照らすと，Ｃ鑑定士が採用した事例カードの

作成者が「売り急ぎ」と判定して事情補正したことが不合理であるとも

認められない。

(イ) 取引事例の選択について

原告らは，前記のとおり，平成１３年７月２７日の取引事例を採用す

べきと主張する。しかし，同取引事例の取引価格５万９６４９円は，同

取引事例における対象地の近郊に存在する基準地５の平成１３年７月１

日時点の価格１０万２０００円の６割に満たない価格（乙２１，２３）

であり，一般に基準地価格自体が複数の不動産鑑定士等の評価員の合議

等を経て慎重に価格形成要因が分析され決定されていること（乙２３）

を考慮すると，Ｃ鑑定士が同基準地価格の６割に満たない価格で取引さ
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れた同取引事例を採用しなかったことが不合理であるとはいえない。

原告らは，基準地価格が恣意的に事情補正された事例カードに基づい

て決定されているため，基準地５の価格自体が適正でないとも主張する

が，前記のとおり，事例カードに対する恣意的な事情補正があったとは

認められない。

(ウ) 基準地の選択等について

， ， 。原告らは 基準地の選択について 基準地５を採用すべきと主張する

しかし，原告らが根拠とする不動産鑑定評価書も同基準地ではなく，本

件基準地を採用して本件標準宅地の評価を行っていること（甲３ ，基）

準地５は都市計画法上の住宅地域に属する一方で，本件標準宅地と本件

基準地は共に商業地域に属すること（甲３，乙２３）や臨海した観光地

域に属するといえること（甲３，乙１０，２３）等からすれば，Ｃ鑑定

士が本件基準地を選択したことに不合理はないというべきである。

なお，原告らは，本件基準地の時点修正は３．７パーセントしかなさ

れていないが，平成１３年７月１日から平成１４年７月１日までの下落

率は１５パーセントである旨主張するが，Ｃ鑑定士は，本件基準地の平

， ，成１５年１月１日時点での価格を評価するにあたり 評価基準に基づき

平成１４年１月１日を価格調査基準日として，同日から平成１４年７月

１日までの時点修正として３．７パーセントを考慮しているである（乙

１０，２０）から，原告らの主張はそもそも前提を欠く。また，同鑑定

士の上記鑑定方法によれば，平成１４年１月１日から同年７月１日まで

の下落率は毎月約０．６パーセントとなると認められるところ，原告ら

が根拠とする不動産評価鑑定書も同時期の下落率について毎月０．６パ

ーセントと評価している（甲３）ことから，当時の下落率も適正に評価

されているといえ，何ら瑕疵はないものというべきである。

， ，(エ) 以上より Ｃ鑑定士のした本件標準宅地の鑑定評価には誤りはなく
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これを採用して行った洲本市長による本件各土地の価格決定にも重大な

瑕疵は認められない。なお，乙２３号証において，Ｃ鑑定士が原告Ｂ土

地の課税標準額と基準地５の価格を比較している点には問題があるとし

ても，これが洲本市長による本件各土地の評価に関する部分と直接に関

係するわけではないから，その点をもって乙２３号証の信用性が否定さ

れるとまではいえない。

エ 画地計算の要否について

本件各土地について，被告の主張する近傍地比準方式の下では，評価基

準はもとより評価基準解説によったとしても画地計算は必要的であるとは

いえず，裁量事項であると認められる。

原告らは，形状等の画地条件の考慮が近傍地比準方式における「比準」

の要素であると主張する。しかし，画地条件の考慮が「比準」の一要素で

あったとしても，そのことが常に画地条件を現実に数値的に考慮すること

が必要であるということまで意味するものではない。また，原告らは，宅

地にする目的で埋立中の宅地介在雑種地（荒ぶ地）の取扱を基に，本件各

土地についても画地計算が必要である旨主張するが，対象地の状況が異な

るから採用できない。

したがって，画地計算を行っていないことが，洲本市長の裁量権の逸脱

又は濫用に当たるとまではいえない。

オ 雑補正の過小について

洲本市長は，本件各土地について，一律にマイナス１０パーセントの補

正を行うのみであるところ，かかる雑補正についても，本件各土地が，リ

ゾート用地として海面を埋め立てて開発された土地であり，いずれも比較

的隣接した場所にあること等を考慮すると，洲本市長による雑補正率の設

定をもって，洲本市長の裁量権の逸脱又は濫用と認めることはできない。

原告らは，いわゆる開発法によって雑補正を行うべきであると主張する
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ものの，開発法による評価は，そもそも評価基準に基づく評価方法ではな

く，また，評価基準に基づかない評価方法によるべきであるとの特段の事

情についての主張，立証もなされていないため，原告らの上記主張を採用

することはできない。

カ また，原告らの主張する本件各土地についての宅地評価と雑種地評価と

の逆転現象についても，雑種地も多種多様であり，前記のとおり，本件各

土地が海面を埋め立てたリゾート地であること等を考慮すれば，かかる逆

転現象が生じることが社会通念や経験則に反するとまではいえない。

( ) 以上より，洲本市長による本件各土地の価格決定の過程に，その裁量権4

を逸脱又は濫用したと認めるに足りる事情はなく，本件登録価格は，評価基

準が定める評価方法によって適切に算定されたものといえるから，適正な時

価であると推認されるので，これについて重大な瑕疵は認められない。

よって，本件登録価格の決定及び賦課決定は無効とはいえず，原告らによ

る平成１５年度分及び平成１６年度分の誤納金還付請求については理由がな

いといえる。また，平成７年度分から平成１４年度分の誤納金還付請求も，

登録価格の決定及び賦課決定の重大な瑕疵に関する主張，立証がないから，

理由がない。

３ 争点５について

( ) 課税処分に対する取消訴訟は，処分の効力そのものを争うものであり，1

一方，国家賠償請求訴訟は，処分の効力とは別に，違法な課税処分によって

被った損害の回復を図るものであって，両者はその目的，効果を異にすると

いえる。また，国家賠償請求が認容されるためには違法性の他に故意又は過

失等の要件の充足も必要となることからすれば，課税処分の場合であっても

国家賠償請求の要件を具備する限り，請求を認めないとする理由はない。

( ) もっとも，前記のとおり，洲本市長による本件登録価格の決定及び賦課2

決定は適法といえるから，国家賠償法上の違法性は認められず，過失，因果
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関係，時効の起算点等について判断するまでもなく，原告らの平成１５年度

及び平成１６年度分の損害賠償請求については理由がないといえる。また，

平成７年度から平成１４年度分の損害賠償請求も，登録価格の決定及び賦課

， ， 。決定の違法性及び故意又は過失に関する主張 立証がないから 理由がない

第４ 結論

以上より，原告らの本件義務付け訴訟は不適法であるからいずれも却下し，

その余の請求はいずれも理由がないから棄却することとして，主文のとおり判

決する。

神戸地方裁判所第２民事部

裁判長裁判官 佐 藤 明

裁判官 菊 池 章

裁判官 重 高 啓


